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東京外国語大学

【No.24 東京外国語大学】

東京外国語大学 人文科学分野

学部等の教育研究 言語文化学部（第１年次：370名 第３年次：15名）
組織の名称 総合国際学研究科（M：148名 D：40名）

アジア・アフリカ言語文化研究所

沿 革 明治６（1873）年 東京外国語学校設置

昭和 19（1944）年 東京外事専門学校へ改称

昭和 24（1949）年 東京外国語大学 外国語学部 設置

昭和 39（1964）年 アジア・アフリカ言語文化研究所 設置

昭和 41（1966）年 外国語学研究科 設置

昭和 52（1977）年 地域研究研究 設置

平成４（1992）年 外国語学研究科および地域研究研究科を改組し、地域

文化研究科を設置

平成 21（2009）年 地域文化研究科を改組し、総合国際学研究科を設置

平成 24（2012）年 外国語学部を改組し、言語文化学部および国際社会学

部を設置

設 置 目 的 等 昭和 24（1949）年に、語学を基底とする文化一般についての理論と実際
を研究するForeign Studiesを目的として、外国語学部が設置された。
昭和 39（1964）年に、世界秩序の中でもまた日本の対外政策にとっても
急速に重要性を増しつつあったアジア・アフリカ諸国についての研究を進

めるための共同利用研究所として、アジア・アフリカ言語文化研究所が設

置された。

昭和 41（1966）年に、戦後の急激な国際関係の進展に伴う語学教育の必
要性の高まりを背景に、専門家又は指導者の育成を行うため、外国語学研

究科修士課程が設置された。

昭和 52（1977）年に、外国語教育の成果の上に立った地域学の教育研究
を目的として、地域研究研究科修士課程が設置された。

平成４（1992）年に、外国語学研究科修士課程及び地域研究研究科修士
課程を改組し、教育研究の高度化を目的として、地域文化研究科博士課程

（前期・後期）が設置された。

平成 21（2009）年に、教員組織として総合国際学研究院を設置するとと
もに、世界に活躍することのできる創造的かつ先端的な人材を育成するこ

とを目的として、地域文化研究科を改組し、総合国際学研究科を設置した。

平成 24（2012）年に、外国語学部を改組し、高度な言語運用能力に加え、
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さらに専門知識の涵養を強化するため、言語文化学部及び国際社会学部を

設置した。

強みや特色、 【総論】

社会的な役割 東京外国語大学における人文科学分野においては、真理の探究を図る

とともに、我が国における先導的役割を果たすべく、教育研究を実施し

てきた。

引き続き、上記の役割を果たしながら、教育及び研究において明らか

にされる強み・特色・役割等により、学内における中長期的な教育研究

組織の在り方を速やかに検討の上、実行に移す。

【教育】

（学部）

○ 人文科学分野の教育研究を通じて、世界の言語とそれを基底とする文

化・社会について研究教授し、高度な言語運用能力及び地球社会化時代

にふさわしい教養と専門知識、言語や文化の壁を越えたコミュニケーシ

ョン能力とコーディネート能力を備え、国内外において言語間・文化間

の架け橋となり、新たな価値観の創成に寄与する国際教養人を養成する。

○ このため、平成 24 年度より世界の「言語と地域」を学ぶ目的の明確
化を図るため、人文科学分野を担う言語文化学部と、社会科学分野を担

う国際社会学部に改組している。これにより、世界 14地域 27言語の教
育を含む世界教養プログラムと、言語・情報、グローバルコミュニケー

ション及び総合文化の３コースからなる専門教育を有機的に結び付ける

体制を整備している。また、外国語教育の習得状況を把握するための指

標による言語運用能力と到達度の可視化や多様な留学制度、キャンパス

グローバル化等の取組を実施している。

○ これらの取組を通じて、英語専攻学生の TOEIC スコアの入学時と２
年終了時（平成 21年～ 24年）の平均点が、770点から 850点程度まで
上昇している。協定校への派遣留学、短期海外留学等による修学経験者

は、３年次在籍者の概ね５割を占めている。また、全日本中国語スピー

チコンテスト全国大会やベトナム語スピーコンテスト等の学生のスピー

チコンテストにおいて最優秀賞を受賞するなどの成績を残している。さ

らに、過去 10 年間の外務省専門職員採用試験において、全国の大学で
最多の合格者を輩出している。

○ 今後は、卒業時に必要とされる資質や能力を可視化しつつ体系的な教

育課程を編成するとともに、学生の能動的学習を促す教育の実施や組織

的な教育体制等の整備により、学士課程教育の質的転換に取り組む。

（大学院）

○ 高度な言語運用能力や学際的応用力等を備え、地球社会と世界諸地域
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の言語・文学・文化を対象とする専門研究及び領域横断的・総合的な研

究を深めるとともに、その知見をもって、多言語を運用し国際社会に寄

与する実践的知識と技法を修得し、世界に活躍することのできる創造的

かつ先端的な人材を養成する。

○ このため、平成 21年度から「地域」別に編成された教育課程から「学
問領域」を軸とした教育課程に改め、また、研究プロジェクトによる最

新の研究成果を授業に反映させ、各種プログラムによる海外への学生派

遣を教育課程に組み入れるとともに、海外の大学との連携により共同学

位の授与を実現するなど、社会のニーズに対応している。

○ 今後は、海外の大学との連携を通じ、共同学位の授与に向けた取組を

継続するとともに、人文科学分野の教育の国際通用性を確保し、社会人、

留学生を含め、時代の動向や社会構造の変化に的確に応え、課程制大学

院の趣旨に沿った教育課程と指導体制を充実・強化する。

【研究】

○ 言語学、文学・文化学、言語教育学等の分野における特に優れた研究

実績をいかし、グローバルな視点に基づく世界諸地域の文化・諸言語の

研究を推進する。また、日本語を始めとする言語教育研究の世界的な拠

点として、「アジア・アフリカ研究教育コンソーシアム」などの教育体制

及び情報ネットワーク等の構築を進めている。

○ これらの取組を通じて、世界諸地域の言語・文化に関する先端的な研

究、とりわけ蓄積されたデータに基づく言語学的研究が、各種プロジェ

クトにおいて実施され、日本語教育と日本研究に関する国際的なシンポ

ジウムや研究集会が国際日本研究センターを中心に開催され、研究の新

しい方向性を示すという成果が表れている。

○ 今後は、国際的な視野から見た日本語教育並びに日本研究分野や、グ

ローバル化する日本社会に対応する多言語・多文化教育研究分野におけ

る教育研究体制を確立するとともに、我が国及び国際社会・文化に関す

る研究成果を国際的に広く発信する。さらに関連する組織を整備し、組

織的な研究体制を構築するとともに、研究成果の活用を進める。

（共同利用・共同研究拠点）

○ アジア・アフリカ地域におけるフィールドサイエンスを核とした研究

資源の収集・分析・編纂や共同研究の実績をもとに、消滅の危機に瀕し

た言語を中心とする研究未開発言語などの海外学術調査・国際研究を推

進している。

○ これらの取組を通じて、アジア・アフリカの研究未開発言語に関する

辞典・研究資料等の出版、言語文化データベースの構築と公開、希少言

語であるため研究教育が著しく立ち遅れている言語に関する研修機会の

提供、危機言語記録・再活性化に関する国際研究連携の構築という成果
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が表れている。

○ 今後も、アジア・アフリカ諸言語の正確な理解と言語多様性の記録に

貢献するとともに、国際会議や出版を通じてその研究成果を国際的に発

信する。

【その他】

○ 大学の特性をいかし、「多言語・多文化教育研究センター」を中心とし

た社会貢献や学生による国際教育支援などボランティア活動、「アチェ文

化財復興支援室」や「アフガニスタン文字文化財復興支援室」の設立等、

国内にとどまらず国際社会にも貢献している。また、「日本語で読む世界

のメディア」プロジェクト等、世界各地と日本を繋ぐ特色ある取組を実

施している。

○ 全学生に留学を経験させるため、平成 27 年度よりアカデミック・カ
レンダーの見直しを行い、各専攻において取り扱う言語を公用語として

いる地域への短期海外留学をカリキュラムに組み込むなど、一層の留学

促進を図る。また、留学生と日本人学生の共学の促進を通じたキャンパ

スグローバル化の充実に努める。

○ 「言語と地域」に関する学修目的の明確化の観点から、平成 24 年度
に学部の組織見直しを行ったところ。引き続き、18 歳人口の動態や学問
分野の進展と社会と産業界のニーズに基づき不断の見直しに努める。


